情報の公表を行わない旨の申告について
「令和７年度『介護サービス情報の公表』計画」（以下「実施計画」という。）別表２に公表対象事業所として位置付けられた事業所又は施設で、以下の点から公表対象事業所ではなく、かつ、任意でも公表を希望しない事業所又は施設は、別紙様式「申告書」及び添付書類等を、令和７年７月２９日（火）までに新潟市の担当までご提出ください。
１　介護サービスの対価として支払を受けた金額が１００万円以下の場合
○　公表対象事業所となるのは、実施計画の第１－３－（４）アのとおり、計画の基準日前１年間の介護サービスの対価として支払を受けた金額（利用者負担分を含む）が１００万円を超える事業所又は施設です。
○　実施計画別表２に位置付けられた事業所又は施設は、新潟県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）の支払金額（特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売は除く）を基に上記のサービスの対価として支払を受けた金額が１００万円を超える事業所又は施設ですが、国保連の支払金額は次に掲げるサービスの対価が含まれています。
ア　居宅支援サービス費（平成１７年度までの費用）
イ　居宅支援サービス計画費（平成１７年度までの費用）
ウ　有料老人ホーム又は軽費老人ホームの指定特定施設入居者生活介護の指定と併せて、養護老人ホームの指定特定施設入居者生活介護の指定を受ける事業所の、養護老人ホームの指定特定施設入居者生活介護に係る居宅介護サービス費
エ　有料老人ホーム又は軽費老人ホームの指定特定施設入居者生活介護の指定と併せて、養護老人ホームの指定地域密着型特定施設入居者生活介護の指定を受ける事業所の、養護老人ホームの指定地域密着型特定施設入居者生活介護に係る居宅介護サービス費
オ　有料老人ホーム又は軽費老人ホームの指定特定施設入居者生活介護の指定と併せて、養護老人ホームの指定介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受ける事業所の、養護老人ホームの指定介護予防特定施設入居者生活介護に係る居宅介護サービス費
したがって、介護サービスの対価が１００万円以下であり、本来、公表対象事業所でないにもかかわらず、実施計画別表２に位置付けられている場合は申告してください。

２　新潟市が定めた実施計画の期間において、介護サービスの提供を休止している又は休止する予定の場合
現在介護サービスの提供を休止している又は令和８年３月３１日までの間に休止する予定がある場合は、申告書をご提出ください。
　※令和８年３月３１日までに再開した場合は、公表対象事業所となる場合があります
３　新潟市が定めた実施計画の期間において、対象事業所を廃止している又は廃止する予定の場合
現在対象事業所を廃止している場合は申告書をご提出ください。また、対象事業所を廃止する予定であり、現在、新潟市に廃止届を提出済みである又は令和８年３月３１日までの間に廃止届を提出する予定である場合もご提出ください。
４　市長に対し報告を行うことができない場合
　　　災害その他の理由により市長に対し介護サービス情報の報告を行うことができない場合は、報告を行うことができない理由を申告書に記載し、その理由を確認することができる書類を添付してご提出ください。

（様式）
　　年　　月　　日

新　潟　市　長　様　　　　　　　
	開設者名（法人名）：
	　　

	代表者の職及び氏名：
	　　

	事業所名：
	　　

	事業所番号：
	　　

	サービスの種類：
	　　

	提出担当者名：
	　　

	連絡先：
	　　


申　　　告　　　書

介護保険法第１１５条の３５第１項に規定する情報の公表の対象事業所に、次の理由により該当せず、また任意で情報の公表を行う意思もないため必要書類を添えて申告します。

〔理由〕

□　市が定めた「令和７年度『介護サービス情報の公表』計画（以下「計画」という。）」の基準日前の１年間において提供を行った介護サービスに係る居宅介護サービス費等の支給の対象となるサービスの対価として支払を受けた金額が、介護保険法施行規則第１４０条の４４第１項に掲げる基準に該当するため（サービスの対価が１００万円以下）

※添付書類：別紙・明細書　

※注意：対価として支払を受けた金額には、利用者負担を含む。

□　市が定めた計画の期間において介護サービスの提供を休止している又は休止する予定であるため

※休止期間：　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで休止

※添付書類：休止届の写し

□　市が定めた計画の期間において対象事業所を廃止した又は廃止する予定であるため

※廃止年月日：　　　　年　　月　　日

※添付書類：廃止届の写し

□　その他

※災害その他市長に対し報告を行うことができない理由を記載
【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
※添付書類：理由が分かる書類
別紙２





上記締切日以降、令和８年３月３１日までの間に休廃止する予定になった場合は、至急市担当者へ相談してください。
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